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はじめに 

 

近年、デジタル技術の進展は加速度的に進み、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ、ビッグ

データ、クラウドコンピューティングなどの革新が、社会や産業構造に大きな変革を

もたらしています。これに伴い、企業活動や働き方も大きく変化し、デジタルスキル

を持つ人材の需要が急速に高まっています。政府はデジタル人材の育成を重要な政策

課題と位置づけ、2024 年度までに年間 13.5 万人のデジタル人材を育成する目標を掲

げています。しかし、ＤＸ白書 2023 によれば、企業の 85％がＤＸ推進に必要な人材

の不足を感じており、特に職業訓練の現場においても、ＤＸに対応できるカリキュラ

ムや指導体制の整備が急務となっています。 

このような時代の変化の中で、職業訓練も大きな転換期を迎えています。従来の技

術や技能だけでなく、デジタル技術を活用した新たな訓練手法の導入が求められ、そ

れを指導する職業訓練指導員の育成がますます重要になっています。指導員自身がＤ

Ｘに関する知識を深め、最新のデジタル技術を活用した訓練を提供できる体制を整え

ることが、今後の職業訓練の質の向上に直結します。 

本報告書では、職業訓練に必要とされるＤＸ関連技術の明確化と、職業訓練指導員

研修の体系整備を目的に、企業ニーズ調査や委員会・作業部会での検討を重ねた成果

をまとめています。具体的には、ＤＸ関連技術明確化シートやＤＸ関連スキルシート

集を活用し、職業訓練におけるカリキュラム開発を支援する「職業訓練ＤＸカリキュ

ラム開発ガイド」と、ＤＸ技術をカテゴリー別に整理し、推進レベルに応じた研修体

系を示した「指導員のＤＸ研修体系」を取りまとめました。 

本成果物が全国の職業能力開発施設や職業訓練関係機関の現場で活用され、ＤＸ推

進に向けた職業訓練の充実に貢献することを期待しています。 

最後に、本調査研究の実施にあたり、ご協力いただきました企業・団体の皆様、ま

た委員として貴重なご意見を賜りました関係者の皆様に、心より感謝申し上げます。 
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